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答 申 書 

 

 

第１ 審査会の結論 

「〇〇福祉事務所長（以下「処分庁」という。）が審査請求人に対して行

った生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下「法」という。）第６３

条に基づく費用返還決定処分（以下「本件処分」という。）に係る令和３年

（２０２１年）９月１３日付け審査請求（以下「本件審査請求」という。）

は棄却されるべきである」とする審査庁の判断は、妥当である。 

 

第２ 審査関係人の主張の要旨 

 １ 審査請求人 

  審査請求人の妻が遡及して受給した老齢厚生年金〇〇円について、自立

更生計画書を提出したものの、処分庁は、合理的な理由なく否定し、全額の

返還を求めている。新しい炊飯器の購入費用〇〇円及び現在保有していな

い布団干しの購入費用〇〇円の合計〇〇円を自立更生費として認め、返還

額から控除することを求める。 

２ 審査庁 

  審理員意見書のとおり本件処分に違法又は不当な点はなく、本件審査請

求は棄却されるべきである。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

１ 結論 

  本件審査請求には理由がないので、棄却されるべきである。 

２ 理由 

（１）年金を遡及して受領した場合における返還金決定の考え方について 
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    法第６３条に基づく費用返還については、「生活保護の費用返還及び

費用徴収決定の取扱いについて」（平成２４年（２０１２年）７月２３日

社援保発０７２３第１号厚生労働省社会・援護局保護課長通知。以下「課

長通知」という。）で取扱いの詳細が定められており、遡及して受給した

年金の全額を返還対象とするという原則がより強調され、保護の実施機

関は被保護者に対してもそれを説明しておくこととされている。 

当該被保護者の世帯の自立更生のために充てられる費用の控除につい

ては、全く認められないものではないが、真にやむを得ない理由があり、

事前に保護の実施機関が相談を受け、慎重に必要性を検討した上でなけれ

ば認められないとされている。 

（２）炊飯器及び布団干しの購入費用を自立更生費として控除しないことに

ついて 

   炊飯器は、保護の開始時に保有していない場合、「生活保護法による保

護の実施要領について」（昭和３８年（１９６３年）４月１日社発第２４

６号厚生省社会局長通知。以下「局長通知」という。）第７－２－（６）

－（ア）の規定により、一時扶助として支給することができるため、自立

更生費として控除することも考えられるが、審査請求人は、保有している

炊飯器の老朽化に伴い買い替えをするものであり、「生活保護法による保

護の実施要領について」（昭和３６年（１９６１年）４月１日厚生省発社

第１２３号厚生事務次官通知。以下「次官通知」という。）第７－１及び

「生活保護問答集について」（平成２１年（２００９年）３月３１日厚生

労働省社会・援護局保護課長事務連絡。以下「問答集」という。）問７－

４５により、経常的最低生活費のやり繰りで計画的に買い替える物品と

なる。 

  布団干しは、健康で文化的な生活を送るために必要な物品との主張であ

るが、最低生活に直接必要な家具什器に該当するとは判断されない。また、

審査請求人の主張においても、審査請求人に対してのみ認められる特別の

必要性はなく、真にやむを得ない理由があるとは認められず、炊飯器と同

様、経常的最低生活費のやり繰りで購入すべき物品となる。 

よって、処分庁が、炊飯器及び布団干しの購入費用の控除を認めなかっ
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たことは不当ではない。 

 

第４ 調査審議の経過 

 令和４年（２０２２年） ３月２５日 審査庁から諮問 

             ５月２３日 第１回審議 

             ６月 ８日 第２回審議 

              

第５ 審査会の判断 

１ 本件審査請求に係る審理手続 

  本件審査請求に係る審理手続は、適正に行われたものと認められる。 

２ 本件処分の適法性及び妥当性 

（１）遡及して受給した年金収入の取扱いについて 

    法第４条第１項は、「保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資

産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の維持のために活用

することを要件として行われる」（保護の補足性）と定めている。 

これを受けて、法第６３条は、「被保護者が、急迫の場合等において資

力があるにもかかわらず、保護を受けたときは、保護に要する費用を支弁

した都道府県又は市町村に対して、すみやかに、その受けた保護金品に相

当する金額の範囲内において保護の実施機関の定める額を返還しなけれ

ばならない」と定めている。 

また、仮に遡及して受給した年金収入相当額の返還がなされない場合に

は、年金と生活保護費とを重複して受給していることになるので、年金を

受給している他の被保護者と比較して著しく公平性を欠くこととなる。こ

の点につき課長通知では、遡及して受給した年金収入に係る自立更生費の

取扱いについて、「定期的に支給される年金の受給額の全額が収入認定さ

れることとの公平性を考慮すると」、「厳格に対応することが求められる」

旨が示されており、具体的には、「費用返還額は原則として全額となるこ

と」や、「真にやむを得ない理由により控除する費用については、保護の

実施機関として慎重に必要性を検討すること」が求められている。 

（２）本件処分について 
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   審査請求人から処分庁に提出された自立更生計画書には、返還金から

控除を希望するものとして、炊飯器及び布団干しについて記載がなされ

ている。 

炊飯器の購入費用については、保護の開始時に保有していない等の要

件を充たす場合、局長通知第７－２－（６）－（ア）により、一時扶助費

として支給することができる場合があるが、審査請求人においては、古く

なった炊飯器の買い替えを行う計画であり、次官通知第７－１及び問答集

問７－４５により、経常的最低生活費の範囲内において賄うべきものと認

められる。 

   布団干しの購入費用については、一時扶助費として支給ができるもの

には当たらず、炊飯器と同様に経常的最低生活費の範囲内において賄う

べきものと認められる。 

   遡及して受給した年金収入に係る費用返還については、課長通知によ

り、より厳格に対応することが求められ、費用返還額は原則として全額と

なることからすると、経常的最低生活費の範囲内において賄うべきもの

と認められる炊飯器及び布団干しの購入費用について、「真にやむを得な

い理由により控除を認める場合」には当たらないとして、自立更生費の控

除を認めなかった処分庁の判断に不合理な点はない。 

 ３ 結論 

   以上により、本件処分に違法又は不当な点は認められないから、本件審

査請求は棄却されるべきであるとする審査庁の判断は、妥当である。 
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